
日本気候リーダーズ・パートナーシップへの期待
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http://www.kikonet.org

1



2

Corporate Leaders' Group on 
Climate Change

Sir John Bond, Group Chairman & Stephen Green, Group Chief Executive, 
HSBC

Neil Carson, Chief Executive, Johnson Matthey

Howard Carter, Chief Executive, F&C Asset Management

Mike Clasper, Chief Executive, BAA

Iain Conn, Executive Director, BP

Jonson Cox, Chief Executive, AWG

Mervyn Davies, Chief Executive, Standard Chartered Bank

Sir Stuart Hampson, Chairman, John Lewis Partnership

Rob Lloyd, President EMEA, Cisco Systems

Ian Russell, Chief Executive, Scottish Power

Hugh Scott-Barrett, Chief Operating Officer, ABN Amro

James Smith, UK Chairman, Shell

Trudy Norris-Grey, Managing Director UK & Ireland, Sun Microsystems2

アップルなど：全米商
業会議所から離脱

欧米の気候政策を推し進めてきたリーダー企業グループ
日本でもその登場が待たれていた
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提言＇案（へのコメント １

基本原則１
・世界全体の削減経路とともに、日本の2020年25％削減、

2050年80％削減目標を明確に位置づけることも必要ではない
か。

基本原則２、３
・産業界から低炭素経済への政策制度策定プロセスに積極的

に参加することを歓迎。市民セクターからも参加していきたい。
・世界の潮流及び2050年80％削減の達成には大規模排出源

である発電所及び事業所に総量で排出上限枠をキャップ＆ト
レード制度は不可避と考える。具体的制度提案を期待。
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IPCC科学 国際社会 ドイツ＇30(40)％（ イギリス＇34％（ アメリカ 日本＇８％（

1990第１次報告 電力引取法 天然ガス転換 地球温暖化防止行動計画

1992 気候変動枠組条約条約事務局誘致

1995第２次報告 COP1 COP1

1997 COP３京都議定書 経団連自主行動計画

1999 炭素税導入 　　　　|　(推進法（

2000 再生可能E法 ブッシュ政権 　　　　|

2001第３次報告 COP6　ボン合意 CCL、協定、ETS 　　　　|

2004 　　EEG強化 　　　　|

2005 京都議定書発効         |  　RPS＇目達（

2006
上院でのETS

法案提出
        |　  RPS

2007第４次評価報告 COP13バリ合意
統合的エネ・気候
プログラム

気候変動法案         | 　 RPS

2008 オバマ政権へ         | 　 RPS

2009 COP15 W-M法案         | 　 RPS＋FIT

世界の低炭素経済への移行への挑戦と日本の失われた２０年

　EU政策パッケージ
　　　　　　　　　　　英国気候変動法

EUｰETS

44
学芸出版社「世界の地球温暖化対策」＇２００９年8月（参照

科学から政治へ、主要国はすでに国内制度を整備、その途上

Ｋ－Ｂ法案

ＥＵ政策パッケージ
英国気候変動法



相次ぐ国内排出量取引制度提案

}気候ネットワーク 地球温暖化対策税と国内排出量取引

制度の提案＇９／３０（
http://www.kikonet.org/iken/kokunai/2009-09-30a.html

}日本弁護士連合会 排出量取引制度の具体的制度設計
に関する意見書＇１０／２０（

http://www.nichibenren.or.jp/ja/opinion/report/090508.html

}東京都 キャップ＆トレードの全国導入につい
ての提案＇１１／２７（

http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2009/11/20jbr400.htm

}ＷＷＦジャパン 脱炭素社会へ向けたポリシーミックス
提案＇１１／２７（

http://www.wwf.or.jp/activities/2009/11/775527.html
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http://www.wwf.or.jp/activities/2009/11/775527.html
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} 対象ガスと時期：当面はＣＯ２のみ

} 対象主体：発電所・大規模工場、業務、運輸＇６５％～７０％をカバー（
義務的参加＇任意参加ではなく（

発電時の排出は直接排出による＇間接排出ではなく（

} 取引対象主体全体の削減経路は国の削減経路と共通

} 各対象事業所ごとに総量の排出キャップ＇原単位目標ではなく（

} 排出枠 原則オークション
但し、当初は一部無償オークション．電力はベンチマーク方式
新規参入枠など

} バンキング・ボローイング

} 遵守期間：１年

} オークション収益の使途
低所得者・労働者・技術開発
などに優先

} 算定・報告・公表・検証制度

ΒɋɁɆɭɶȭǵ֝╠Ѱ↓

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1
9

9
0

2
0

0
8

2
0

1
0

2
0

1
2

2
0

1
4

2
0

1
6

2
0

1
8

2
0

2
0

2
0

2
2

2
0

2
4

2
0

2
6

2
0

2
8

2
0

3
0

2
0

3
2

2
0

3
4

2
0

3
6

2
0

3
8

2
0

4
0

2
0

4
2

2
0

4
4

2
0

4
6

2
0

4
8

2
0

5
0

₣
₰

t-
C

O
2

5₣₰

ET - 5₣₰

CO2

​” ET -CO2

2010

90 0.6%
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・総量削減を確実に達成する実効性の高い制度が必要
・東京都の条例による取組み経験を踏まえた国の制度提案
・大規模排出源である発電所の排出全体を対象
・事業所単位とし、超大規模は国が、その余の事業所は自治

体で執行。自治体分は間接排出とし、互換性を認めない。
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ＷＷＦ 脱炭素社会へ向けたポリシーミックス提案から
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電力のCO2排出係数

算定方式
外円は直接排出
内円は間接排出

発電所等

工場等

家庭

電事連自主目標

石炭火発のCO2増

資源エネルギー庁エネルギーバランス表より作成

石炭火発
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提言＇案（へのコメント ２

基本原則４
・再生可能エネルギーの抜本的導入への企業や消費者

の投資を拡大させる政策の具体的提案を期待
・消費者や中小事業者も、自らの温暖化対策を生活の

質の改善ととらえて、投資を促す政策提案を期待

基本原則５
・環境と生活の質を高めつつ持続可能な低炭素時代の

重要対策として、生態系保全と森林対策を位置づける
ことに賛成。具体的提案を

2010年3月までに予定されている提言に期待


